
“先手を打つ”相続支援！
～相続「発生前」支援で次世代との信頼関係を築く～

ＪＡうつのみや 榊原 俊郎



提案の概要

次世代との信頼関係構築が必要

“先手を打つ”相続支援業務が有効

【効果】

・組合員の生活の安定に貢献

・ＪＡの組織基盤の流出防止

超高齢社会



現状：正組合員数の推移と年齢構成

表1：【正組合員数の推移】 表2：【正組合員の年齢構成】令和6年時点

年度 H26 R1 R6 年齢 ～20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代～

正組合員数 12,053 11,341 10,414 正組合員数 26 143 495 1,301 2,674 3,896 2,149

H26対比 100% 94.10% 86.40% 構成率 0.20% 1.40% 4.80% 9.90% 25.70% 37.40% 20.60%
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現状：事業利益の実績値とシミュレーション
表3：【事業利益の実績値とシミュレーション】

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

信用 1,877            2,026            1,884            1,742            1,602            1,464            1,327            

共済 1,044            1,029            986               944               901               858               815               

購買 537               535               488               441               394               394               394               

販売 695               716               741               765               790               790               790               

その他 544               419               419               419               419               419               419               

事業総利益 4,697  4,725  4,518  4,311  4,106  3,925  3,745  

実績値 機械的シミュレーション

　　　　（単位：百万円）
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問題と課題 相 続



解決策①：実態に応じた相続支援

ＪＡグループ全国４連は、
「地域実態に応じた相続支援」
が必要との提示にとどまる



解決策①：実態に応じた相続支援

【必要な支援】

①農業の事業承継

②不動産業の事業承継

③相続税対策

④遺言作成支援

⑤次世代との関係性構築

・人口50万人を超える北関東最大都市

宇都宮市を抱える

・イチゴ、トマト、ニラ、梨、畜産など

多種多様な農業が営まれている

・農業や不動産業が併せて営まれている



解決策①：実態に応じた相続支援

【農業事業承継】

・事業承継は

済んでいるか？

・後継者は

決まっている？

・跡取りはいるか？

注　意　点 支　　援　　内　　容

①不動産物件の築年数　
建て直しや大規模修繕などを考慮の上、事業承継の計画を立てる。建て直し・大規模修繕には大きな費用が必要

となるので、事業承継前に行い、相続資産を減らす等、計画的に行わなくてはならない。

②アパート入居率 入居率が悪い物件のみを相続すると、経営難に陥る。入居率が低い原因を分析し、改善策の検討が必要である。

③不動産建築資金の

　借入状況

借入金がある場合は、残高や、年間返済額を把握しておく必要がある。また、抵当権が設定されている不動産に

ついても整理が必要である。

④相続税対策としての

　アパート建設

アパート建築により、相続資産評価額を減らし、相続税を抑えることが出来る。しかし、アパート建築にはリス

クも伴うため、ＪＡがアドバイザーとして一緒に考えてあげることも必要だ。

⑤物件の売却
不動産業を営んでいる場合、相続税額も多額になる恐れがある。場合によっては、事前に売却等を行い、納税資

金を準備する必要がある。

⑥後継者の

    不動産経営経験

後継者の不動産経営経験が不足している場合は、ＪＡが良き相談者としてサポートする必要がある。特に最近

は、住宅メーカーの営業が無理のある経営計画でアパート建築を勧めてくるケースも見受けられるので、何か

あったらＪＡに相談してもらえるような関係性を築いておくことが大切だ。

図2【相続税対策支援フロー】
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※相続税対策を行うには、まず相続財産の計算が必要となる。

　ここで、金融資産の多寡や、土地の所在が市街化区域内かどうか等が重要になってくる。

　　　　　　　　　　　　　　【財産診断は、済んでいるか？】

・不動産や預貯金等をヒアリングし、相続財産を計算する。

※相続税は、誰もがかかるわけではない。

　財産診断をしたうえで、相続税はかかるかを判断しなくてはならない。

　　　　　　　　　　　【相続税はかかるか？】

相続税がかかる場合は、対策が必要となる。主な対策は以下の5点だ。

①生前贈与②アパ－ト建設③生命共済・保険の非課税枠活用

④養子縁組制度の活用⑤所有不動産売却

　　　　　　　　定期的な財産診断等による信頼関係の構築

担当部署：金融部、資産管理課

担当部署：金融部、共済部、資産管理課

 ④遺言作成支援【担当部署：金融部、資産管理課】

　 遺言作成支援が必要かどうかについては、

　 以下の4項目に当てはまるかどうかで判断するのが良いだろう。

 ア：相続のトラブル等、長期化が予見される

 イ：相続人で連絡の取れない人がいる

 ウ：相続人以外に、遺産を渡したい人がいる

 エ：自分の意思で、遺産の分けかたを決めたい

　 以上ア～エに1つでも該当した場合には、

　 遺言作成の手続きについて支援を行うべきである。

不動産事業承継

相続税対策
遺言作成支援



解決策①：実態に応じた相続支援

①②事業承継

支援
③相続税対策

④遺言作成

支援

⑤次世代との

関係性構築

農業 ◎ 〇 △ ◎
不動産業 〇 ◎ 〇 ◎
農業＋

不動産業 ◎ ◎ 〇 ◎
その他 △ 〇 △ 〇

貯金大口先 △ ◎ 〇 ◎
市街化区域

に土地所有 △ ◎ 〇 〇

表4：優先順位表　

相　続　支　援　業　務

事

　

業

　

形

　

態

資

産

※◎〇△で優先順位が高い

組合員の実態
 ・事業形態
 ・資産等
          に応じた 
支援の
【優先順位表】



解決策②：相続相談カルテ
このカルテは、

①農業の事業承継について
のヒアリング
②不動産業の有無
③土地の所在
④金融資産の多寡 etc.

について、
相談者の「実態」
について分析・整理する
ためのシートである。



解決策③：部門を超えた協力体制
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おわりに

ご清聴ありがとうございました

相続「発生前」支援により組合員を守る！

JAの組織基盤を守る！


	スライド 1: “先手を打つ”相続支援！ ～相続「発生前」支援で次世代との信頼関係を築く～
	スライド 2: 提案の概要 
	スライド 3: 現状：正組合員数の推移と年齢構成
	スライド 4: 現状：事業利益の実績値とシミュレーション
	スライド 5: 問題と課題
	スライド 6: 解決策①：実態に応じた相続支援
	スライド 7: 解決策①：実態に応じた相続支援
	スライド 8: 解決策①：実態に応じた相続支援
	スライド 9: 解決策①：実態に応じた相続支援
	スライド 10: 解決策②：相続相談カルテ
	スライド 11: 解決策③：部門を超えた協力体制
	スライド 12: おわりに

